
学校部活動の地域移行のあり方について 

１ 経緯と今後の方向性 

 ⑴国の動き 

・H30 年３月 スポーツ庁「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」 

・H31 年 1 月 中央教育審議会 

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のため

の学校における働き方改革に関する総合的な方策について(答申)」 

・R 元年 11 月 衆議院文部科学委員会の附帯決議（給特法） 

・R元年 12 月 参議院文教科学委員会の附帯決議（給特法） 

         「部活動を学校から地域単位の取組とし・・・早期に実現すること」 

・R２年９月 学校の働き方改革を踏まえた部活動改革 通知 

・R３年 10 月 スポーツ庁検討会議（～R4 年 6 月） 

・R４年６月 運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 

 

⑵長岡市の動き 

  ・H30 年 10 月 長岡市中学校部活動基本方針 

  ・R 元年８月 市内全小中学生スポーツ実態アンケート調査 

  ・R２年度   中学生スポーツ活動推進モデル事業（新型コロナにより中止） 

          …R３年度から実施 ※R3～スポーツ庁モデル事業指定 

  ・R３年度   モデル事業・部活動改革検討委員会 

  ・R４年度   モデル事業・スポーツ・芸術文化活動整備検討委員会（名称変更） 

 

⑶今後の方向性 

  ・令和４年６月の「提言」および「日本中体連の対応」を確認し、それを受けて 

４，５年度の２年間で長岡市方式をまとめる。令和６年度以降順次移行を開始 

そ、令和８年度から「休日の部活動地域移行」を全市一斉にスタートとする。 

（令和３年度検討委員会での承認事項） 

 

２ 長岡市の取組 

 ⑴検討組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

【資料３】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 検討構想案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ❖隣接市町村との情報交換および連携協議を実施 

   ・出雲崎町（9/5） ・見附市（9/6） ・小千谷市（9/21） 


